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八峰町の地方創生へ向けて

●
人
口
ビ
ジ
ョ
ン
●

●
総
合
戦
略
●

八峰町まち・ひと・しごと創生総合戦略
～課題克服に向けた具体的な施策～

　
「
八
峰
町
人
口
ビ
ジ
ョ
ン
」
は
、

人
口
の
現
状
分
析
を
行
い
、
そ
こ

か
ら
浮
き
出
た
課
題
等
を
基
に
、

人
口
の
将
来
展
望
を
導
き
出
し
ま

し
た
。

　

１
９
９
５
年
以
降
の
人
口
動
向

を
調
査
し
た
結
果
、
総
人
口
、
年

齢
３
区
分
別
人
口
の
う
ち
年
少
人

口
（
０
〜
14
歳
）
、
生
産
年
齢
人

口
（
15
〜
64
歳
）
で
減
少
傾
向
に

あ
り
、
今
後
も
減
少
す
る
見
込
み

と
な
り
ま
し
た
。
ま
た
、
死
亡
数

の
増
加
や
出
生
数
の
減
少
な
ど
に

よ
る
自
然
減
や
、
転
出
超
過
に
よ

る
社
会
減
（
と
り
わ
け
20
〜
24
歳

の
年
齢
階
層
の
男
女
が
多
い
）
が

継
続
し
て
い
ま
す
。
こ
う
い
っ
た

こ
と
か
ら
、
国
立
社
会
保
障
・
人

口
問
題
研
究
所
は
、
本
町
の
人
口

推
計
は
表
１
の
下
グ
ラ
フ
の
と
お

り
に
な
る
と
示
し
ま
し
た
。

　

こ
こ
か
ら
見
え
て
き
た
現
状
と

課
題
は
、
①
自
然
減
の
拡
大
、
②

社
会
減
の
継
続
、
③
雇
用
の
集
中

と
高
齢
化
、
で
し
た
。
こ
れ
ら
に

対
応
し
て
い
く
こ
と
で
本
町
の
目

指
す
べ
き
将
来
の
方
向
性
が
見
え

て
く
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
そ
の

方
向
性
と
し
て
、
働
く
場
所
の
創

出
に
よ
る
町
外
転
出
抑
制
や
子
育

て
世
帯
な
ど
の
移
住
・
定
住
促
進
、

結
婚
・
子
育
て
支
援
に
よ
る
出
生

率
の
向
上
な
ど
を
示
し
ま
し
た
。

こ
れ
に
よ
り
表
１
の
と
お
り
、２

０
４
０
年
に
５
，
０
６
０
人
、
２

０
６
０
年
に
３
，
８
２
２
人
と
い

う
将
来
人
口
を
目
指
し
ま
す
。

　

国
の
総
合
戦
略
で
は
、（
１
）地

方
に
お
け
る
安
定
し
た
雇
用
を
創

出
す
る
、（
２
）地
方
へ
の
新
し
い

人
の
流
れ
を
つ
く
る
、（
３
）若
い

世
代
の
結
婚
・
出
産
・
子
育
て
の

希
望
を
か
な
え
る
、（
４
）時
代
に

合
っ
た
地
域
を
つ
く
り
、
安
心
な

く
ら
し
を
守
る
と
と
も
に
、
地
域

と
地
域
を
連
携
す
る
、
と
い
う
４

つ
の
基
本
目
標
を
設
定
し
、
将
来

に
わ
た
り
活
力
あ
る
地
方
の
創
生

に
取
り
組
む
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

　

こ
う
い
っ
た
国
や
県
の
総
合
戦

略
、
八
峰
町
人
口
ビ
ジ
ョ
ン
の
分

析
を
踏
ま
え
、
本
町
の
持
つ
地
域

の
特
性
を
生
か
し
た
、
「
八
峰
町

ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
総
合

戦
略
」
を
策
定
し
ま
し
た
。

　

左
表
の
４
つ
の
施
策
に
は
そ
れ

ぞ
れ
、
重
要
業
績
評
価
指
標
（
Ｋ

Ｐ
Ｉ
）
と
呼
ば
れ
る
指
標
が
設
定

さ
れ
て
い
ま
す
。
①
Ｈ
31
年
ま
で

に
新
規
雇
用
者
を
１
０
０
人
確
保
、

②
Ｈ
29
〜
31
年
の
３
カ
年
平
均
で

社
会
減
を
35
・
８
人
に
抑
え
る
、

③
Ｈ
31
年
の
出
生
数
を
40
人
に
す

る
、
④
Ｈ
31
年
の
ア
ン
ケ
ー
ト
調

査
で
「
住
み
や
す
い
」
と
感
じ
る

割
合
を
67
％
に
す
る
、
と
い
っ
た

こ
と
を
目
標
に
今
後
施
策
を
展
開

し
て
い
く
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　平成26年11月に「まち・ひと・しごと創生法」が制定され、国において同年12月に「まち・ひと・しご
と創生長期ビジョン」及び「まち・ひと・しごと創生総合戦略」が策定されました。
　八峰町においても、国及び県の総合戦略の考え方を基本として、人口減少を抑制し、将来にわたって活力
ある八峰町の創生を町民と行政が一体となって取り組むことを目的に、八峰町総合戦略策定委員会の審議及
びパブリックコメント（H27.11.9～H27.11.20）等を経て、このほど「八峰町まち・ひと・しごと創生総合
戦略」を策定しましたので紹介します。

八峰町の地方創生へ向けて
～八峰町人口ビジョン、まち・ひと・しごと創生総合戦略を策定しました～

八峰町まち・ひと・しごと創生総合戦略
～課題克服に向けた具体的な施策～

●
人
口
ビ
ジ
ョ
ン
●

●
総
合
戦
略
●

①仕事づくりのための産業振興
菌床しいたけ産業基盤強化事業／生薬栽培推進事
業／雇用創出活動支援事業など

②移住定住対策
定住促進用空き家改修事業／若者及び子育て世帯
支援住宅整備事業／田舎暮らし体験事業など

③少子化対策
結婚支援体制強化事業／出会いの場創出事業／子
育て世帯負担軽減事業など

④人口減少社会への対応
能代山本定住自立圏構築事業／自治会育成支援事
業／元気な高齢者による地域づくり事業など

◆国立社会保障・人口問題研究所（社人研）推計（平成25年３月） 
・自然増減：子ども女性比率等により計算
・社会増減：現状の1/2程度に収束（社会減状態が緩和すると仮定）

人口の将来展望 《目指すべき将来人口》 2040年：5,060人 2060年：3,822人
・自然増減：出生率 国の長期ビジョンと同様に2020年に1.6、
　　　　　　2030年に国民の希望出生率1.83、2040年に人口
　　　　　　置換水準2.07を達成し、以降一定
・社会増減：八峰町における直近の転入・転出数が2035年まで
　　　　　　５年ごとに1/2ずつ縮小、2040年以降は均衡
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4,180人
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宝くじ助成金事業を受けて
滝の間自治会では
コミュニティ備品を導入しました

　この度、一般財団法人自治総合センターのコミュニティ助成事業を活用して、滝の間自治会へホワ

イトボード、プロジェクター、簡易ベッド、バーベキューコンロ、ハロゲンライト、発電機などを導

入しました。地区のお祭りやイベントの開催等に活用されます。

　同事業は、宝くじの普及宣伝と地域のコミュニティ活動の活性化を目的に助成されています。

広報はっぽう　2016.1月号7


